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調査用紙

【１．はじめに】：平成 18 年の学校教育法の一部改正に伴い、平成 19 年 4 月より特別支援教育が本格的

に日本の教育に位置付けられた。学校教育現場では、かねてより今回の改正に向けた準備を進め、特別支

援教育の体制整備を行ってきているが、人的な面や具体的なノウハウの部分で、課題を抱えている学校も

多い。今回の改正のポイントは、小学校・中学校の特別支援体制の構築に重点が置かれている。したがっ

て特別支援教育の専門性を有する機関が、小学校中学校をどう支援していくかということを考えることは、

この教育を無事に軌道にのせるための必須条件である。そのため、国立特殊教育教育総合研究所平成 18
年度プロジェクト研究「小・中学校における特別支援教育への理解と対応の充実に向けた総合的研究」で

は、盲聾養護学校がセンター的機能を用いて小学校・中学校に対し、現在どの程度の支援を行っているの

かを明らかにし、今後の特別支援教育体制に資するための手だてについて検討する材料を得ることを目的

とした全国調査を行った。この報告書はこの調査結果の速報版の位置であり、主に数値データについて報

告するものである。

手続きと結果については以下の通りである。
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【２．方法】：

(1)調査方法：全国の盲・聾・養護学校 998 校に対

して、郵送による質問紙法によって調査を行って

いる。

(2)調査時期：平成 19 年 3 月 26 日に発送を行い、3
月 20 日時点の状況について回答を依頼した。調査

用紙の返送方法としては、郵送、Fax、電子メール

への添付を用意している。ほぼ半数が電子メール

への添付により回答している。

(3)質問紙の形式：大部分の質問項目は選択肢を指

定するものである。回答に要する時間は 15 分程度

を想定した。

(4)質問内容：質問内容の大項目は［Ⅰ基本情報］、

［Ⅱセンター的機能を支える事項］、［Ⅲセンター

的機能の取組の実際］、［Ⅳ地域の小・中学校の支

援を行うためのセンター的機能を実施する上での

課題］［Ⅴ地域の小・中学校の支援を行うためのセ

ンター的機能の進捗状況］の 5 部構成であり、そ

れぞれ複数の下位質問項目を設定した。質問紙に

ついては、末尾に添付している。

３．結果

(1)回答数 998 校中、739 校の回答があった。回

収率は 74.0%となる。

(2)学校の概況

1)学校種の内訳は図 1 の通りである。知肢併置の

学校があるため、図 1 の総数は 739 を超える結果

となる。

2)学部構成について

幼稚部を設置している学校は少なく 139
校であった（盲学校 35 校、聾学校 69 校、

養護学校 35 校）。

3)学校の本務教員数

教員数については、 50 名までの学校と、

51 名 ～ 100 名 の 学 校 が 多 く を 占 め る （ 図

３）。

(3)センター的機能で支援を担当する地域

の概況

1)センター的機能で支援の対象となる地域

や小・中学校決まっているか

過半数の盲聾養護学校で支援する担当地

域や小・中学校が決まっている。
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2)担当する地域や小中学校が決まってい

ると答えた場合の、その担当する地域の

小・中学校数

10 ～ 50 校がもっとも多く、 10 校より少

ないと答えた学校は少なかった（図 5）。

(4)センター的機能の組織について

1)センター的機能の組織

センター的機能を担う中心となる分掌を

設置している学校が大部分である。

2)センター的機能の中心となる教員の人数

3 名と回答した学校が最も多いが、 3 名

をピークになだらかなカーブを描いている

(図 7)。このうちでセンター的機能を担う

教員で専任の教員は 1 名と答えている学校

が多い（図 8)。

3)センター的機能を担う分掌等を担当する

教員の総数

センター的機能を担う分掌等を担当する

教員の総数は 7 名と 8 名がもっとも多い結

果となった（図 9）。
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(4)センター的機能を支える事項

1)学校の中でのセンター的機能の位置付け

特定の分掌の教員が担う位置づけと学校

の教育計画で位置付けている学校が多い

（図 10)。

2)センター的機能に関する地域のニーズの

把握

ニ ー ズ の 掘 り 起 こ し と ニ ー ズ の 把 握 や

PR 活 動を行うことで、センター的機能に

関する地域のニーズの把握を行っている学

校が多い（図 11）。

3)センター的機能に関する地域資源・校内

資源の状況の把握

回答項目の地域資源リストや地域資源マ

ップを作成している、校内の人的資源の状

況 を 把 握 し た り 人 材 リ ス ト を 把 握 し て い

る、教材や教具の状況を把握し、教材・教

具リストを作成しているの 3 つに対しほぼ

同じ程度の回答されている（図 12）

4)盲・聾・養護学校間のネットワークの構

築

情報交換の場を作っているという回答が

もっとも多い。

5)教育委員会との連携

都道府県教育委員会との連携についてを

図 14 に、市町村教育委員会との連携につ

いては図 15 に示した。未記入のデータが

都道府県等教育委員会の場合 84 校、市町

村教育委員会の場合 139 校とあり、この未

記入を教育委員会と連携をあまりしていな

い状況にあると推測できるが、大部分の学

校では、何らかの連携のための活動を行っ

ているということがいえる。
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(5)子ども及びその保護者からの相談の実

施について

平成 18 年に行った子ども及びその保護

者からの相談の述べ件数は 25 件から 50 件

程度 が 多く (図 16)、そ の対 象と しては、

幼児（ 3 ～ 5 歳）、小学校段階、中学校段

階の子どもが多い（図 17)
相 談 の 対 象 と な っ た 障 害 は 知 的 障 害 と

LD、 ADHD、 高機能自閉症等に関する相談

が多い（図 18)。実施した相談の内容は、

指導・支援についてや就学や就学等につい

て等が多い。（図 19)。相談の形態として

は、来校しての相談を行う学校が多いが、

通信手段を使った相談を行う学校も多い結

果となっている（図 20)。相談に訪れた子

どもの在籍校との連携では、様々な手段を

用いていることがわかる（図 21)。
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(6)子どもを担任する教員からの相談

平成 18 年に行った子どもを担任する教

員からの相談の述べ件数は 25 件から 50 件

程度 が 多く (図 22)、そ の対 象と しては、

小学校がもっとも多く、次いで中学校、幼

稚園・保育園の順である（図 23)。
相 談 の 対 象 と な っ た 障 害 は 知 的 障 害 と

LD、 ADHD、 高機能自閉症等に関する相談

が多い（図 24)。相談の対象となった教員

は通常の学級担任と特殊学級担任が多く、

次いで特別支援教育コーディネーターとい

う順番になっている（図 25)。相談の内容

としては、指導支援についての相談・助言、

障害の状況などについての実態把握・評価

等、子どもの支援体制についての相談・助

言が多い状況にある（図 26)。
相談の形態は、学校に出向いて相談する

形態が多いが、その他と大きな差は無い（図

27)。相談の仕方についても担任に加え、

管理職・特別支援教育コーディネーターな

どとともに相談したり、助言したりするが

多いが、他の仕方と差は少なく、様々な仕

方で行っていることが推測される(図 28）。
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(7)特別支援教育を進めるための組織や運

営等についての支援

特別支援教育を進めるための組織や運

営等についての支援は、盲聾養護学校が、

幼稚園・保育園、小学校、中学校、高等学

校などの特別支援教育のための組織や運営

の充実への支援内容について聞いている。

平成18年に行った支援ののべ件数は20件

から40件が多く(図29)、その対象としては、

小学校がもっとも多く、次いで中学校、幼

稚園・保育園の順である（図30)。

実施した支援の内容は校内研修会の講師

と 特 別 支 援 教 育 に 関 す る 情 報 提 供 が 多 い

が、他の内容に関しての支援も多い（図 3

1)。
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(8)医療・福祉機関等に対する支援

医療・福祉機関等についても、盲聾養護

学校が行っている支援をきいている。

平成 18 年度に実施している件数を見る

と、訳半数の学校が未実施であり、他の学

校での実施件数も多くはない（図 32）。

また、支援の対象は福祉機関が比較的多

い結果となっている（図 33)。支援の内容

はここの子どもの教育的対応への助言と学

校教育機関についての情報提供や教育委員

会・学校への橋渡しがほぼ同じ位の数とな

っている（図 34)
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(9)小・中学校への研修協力・情報提供・

教材教具の提供

小・中学校等の教員に対する研修協力と

して盲聾養護学校では、その他以外の、

○学校や地域で、特別支援教育に関する

研修会・講習会を実施

○学校の校内研修会を地域の小・中学校

の教員に公開して実施

○地域の小・中学校の校内研修会に講師

として参画

の３つの項目がほぼ同じ程度の学校で

実施されている（図 35）

情報提供としては、 Web ページで公開し

ている学校が多い事がわかる（図 36）。教

材教具の提供としては、教材教具について

の情報提供を行っている学校は多いが、障

害のある子どもを対象とした教材について

の情報提供を行っているが、作成しての提

供や、ライブラリーを作っている学校は少

ない（図 37）。

(10)センター的機能の充実のための活動

医療・保健・福祉・労働関係機関との連

携については、特別支援連携協議会機関間

の連携の仕組みに参画している学校が約半

数となっている（図 38)。また医療・保健

機関、福祉機関とのネットワークを活用す

る学校が多いが、労働機関との連携はあま

り多くない。

教育機関との連携については、約半数の

学校が他の盲・聾・養護学校との情報交換

を行っていることがわかる（図 39）。また、

小学校、中学校、幼稚園（保育園）との情

報交換を行っている学校多いが、高等学校

と情報交換を行っている学校は少ない。

交流及び共同学習、通級による指導の実

施については、学校間交流と居住地交流を

行う学校は多いが、通級による指導を実施

している学校は少ない（図 40）。交流及び

共同学習、通級による指導を通して、学校

間の情報交換や連携が深まっていると回答

している学校は多いが、これによって具体

的な支援を行っている学校は少ない。
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(11)地域の小・中学校の支援を行うための

センター的機能を実施する上での課題と進

捗状況

センター的機能を実施する上での課題と

しては、多様な障害に対応する教員の専門

性が不十分なこと、地域の相談ニーズへ応

えるための人材を校内で確保することが難

しい事が多く挙げられている。一方でセン

ター的機能に対する校内職員の理解・協力

についてあげた学校は少なく、センター的

機能に対する校内の理解が進んできている

ことが推測される。

センター的機能の進捗状況ついては、セ

ンター的機能に対応した校内体制の整備を

進めているがもっとも多い状況で、具体的

な相談・支援の活動についてまで波及して

いるとはまだいえない段階であることが推

測できる（図 42）。

４．おわりに

これまでの特別支援教育の流れの中で、盲・聾

・養護学校は、この教育の始まりにあわせて様々

な試行錯誤と入念な準備を行ってきている経緯が

ある。制度的な具体像がまだ見えない時期から様

々な提言等を手がかり、少しずつ実践を積み重ね

て現在に至ってきているが、特にセンター的機能

や地域支援等の用語をキーワードに地域にいる障

害のある子どもの支援への取組は柱となるもので

あろう。これらの取組を通して、今後の特別支援

学校の役割や担うべき専門性について涵養を図る

ということを目的としてきた側面がある。一方で

小・中学校の特別支援教育への取組がまだ端緒に

ついたばかりの状況のため、この事に対する支援
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の方策を考えることは、今後一層の努力が必要に

なることが予測できる。

この調査は盲・聾・養護学校がセンター

的機能を通して小学校・中学校の特別支援

教育の理解と充実のための支援の現状を知

るために行われた。この報告書はその結果

をできるだけ早く公表するために速報とし

て作成されている。したがって、数値デー

タの集計を中心にした構成となっている。

また、回答データの中には自由記述もあり、

今後これらのデータも含めて分析し、改め

て報告する予定である。
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